




































































最初に着任したのは，Y 氏，Y 氏夫人， S 氏，A 氏の一行であった．同行する家族を





















































































都大学大学院の 1 名と東京中央無線電信大学研究科の 1 名であった．大学卒が 19 名で，
うち，東大卒は 4名，早稲田大は 3名，信州大は 3名，福島大は 2名，立教大は 2名，東
京農大と茨城大と岩手大学と東京学芸大と大分大は各 1名であった．残りの 3名は，高知
師範学校研究科修了が 1 名，東京第一師範学校卒が 1 名，東京立正学園高等女学校卒が 1
名であった．また，専攻別から見れば，国語が 9 名ないし 10 名（Y 氏（No16）は国語を
教えていたが，国語を専攻していたかどうかは不明）でもっとも多かった．
24 名の日本人教師のうち 20 名が教職を経験していた．うち，中学校教員は 9 名で，小
学校教員は 7名，高校教員は 4名であった．教職歴を見ると，1年未満は 1名，1年から 4
年が 4名，5年から 9年が 4名，10年から 14年が 7名，15年から 19年が 2名，20年か






彼らの年齢層を見てみると，30 代がもっとも多く 16 名で，20 代は 7 名であった．40
代は 1名しかいなかった．精力的に活躍できる若手を中心に選んだことが窺える．


















































































また，広播事業局の要請を受けて，1966 年 1 月から北京ラジオ放送の日本語放送に出演




準備していた」12)．A 氏（表１ No3）は S 氏（表１ No2）と「同じく，自らガリ版で教材













若手教師 T 氏（表１ No10）は「常に学生と一緒にいる．本人から学生宿舎に住み，学
生と寝食ともにしたいとの申し出が何度も出たが，生活環境を整えるのが難しいため，結
局は実現できなかった．現在は常に学生宿舎で学生と一緒に生活し，教職員食堂で食事を









氏（（表 1 の No3），T 氏（表 1 の No11），S 氏の 3 人で，うち，A 氏は「会話」教材を編
集していた．また，中国人教師の研修クラスの授業を担当していたのは，S氏（表 1の No2），
A氏（表 1の No3），K氏（表 1の No5），S氏（表 1の No7）で，同クラスの補導授業を
担当していたのは，T 氏（表 1 の No12），G 氏（表 1 の No14）であった．Y 夫人（表 1
の No4）と Y 夫人（表 1 の No9）は東京で生まれ育ったので，ヒアリングのためのテー





























に記録された． Y 氏（表１ No1）S 氏（表 1 の No2），A 氏（表 1 の No3）の「三人は
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のではなく，文章に使われる文法を教えるこを主張した 24)．そのため，Y氏（表 1の No1）S






























日本国内での月の収入が Y氏は 3万円（200元），S氏は 6万 3千円（420元），A氏は 5
万 7千円（390元），K氏は 4万 5千円（300元）であった．Y氏については自らの収入を
控えめに申告したようだと報告書には書かれている．協議を経て出された案では，Y 氏は
中国給料等級で 10～ 9 級（460～ 500元），S氏は 11～ 9級（420～ 500元），A 氏は 11
～ 10 級（420 ～ 460 元），K 氏は 13 ～ 12 級（340 ～ 380 元）となっていた．これを見る
といずれも日本国内での収入を上回る給料が案として出されたことが分かる．
これに対する決定「復幾位日籍教師的工資問題」（数名の日本人教師の給料問題への返
答）が同年 12 月 30日高等教育部から送られてきた．決定の内容は，Y 氏は 500 元，S氏
は 500元，A氏は 460元，K氏は 420元であり，いずれも案の最高額あるいはそれを上回
るものであった．当時，四大卒の給料は 58 元，大学講師は 106 元，準教授は 164 元，教
授は 220 元，北京の医者の最高給料でも 333.5 元であった．こうした数字と比べても，日
本人教師達の待遇は非常に良かったことがわかる．
その後も新たに日本人教師が赴任したら学校側はすぐ給料案の伺いを出し，給料を決め
ていた．公文書「関於評定 Y 氏等日籍教師工資的請示報告」（Y 氏ら日本人教師の給料評
定に関する伺いについて）と「関於幾位日籍教師工資問題的答復」（数名の日本人教師の
給料問題への返答），「関於評定 T 氏等日籍教師工資的請示報告」（T 氏ら日本人教師の給
料評定に関する伺いについて）と「関於大連日語専科学校日籍教師工資問題的復函」（大
連日語専科学校日本人教師の給料問題に関する返信），「関於評定 Y 氏等九名日籍教師工
資的報告」（Y 氏ら 9 名の日本人教師の給料に関する報告）と「関於 Y 氏等九名日籍教師
工資問題的復函」（Y 氏ら 9 名の日本人教師の給料問題に関する返信）は，すべてそれで

























第一回は 930 人民元で，第二回は 450 元であったことが記されている．また，「関於 1966























































本人教師が希望した西北地区の西安，延安，洛陽で，時期は 7月 26日から 8月 14日まで























































































32)「関於日籍教師 Y 氏的女児○○○○於 12 月 20 日早晨発生問題的情況反映」（日本人
教師 Y氏の息女○○○○が 12月 20日早朝に起こした事件に関する報告）．
33)「関於日籍教師開辟参観訪問和釣魚遊覧場所的請示報告」（日本人教師の新たな参観場
所や釣り場など余暇についての伺い）．
34)「関於部分日籍教師参加首都国慶観礼情況簡報」（一部の日本人教師による首都国慶節
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行事参加の様子に関する報告）．
